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１ 機構、目標、事務分掌 

経 過 

昭和３９年 ４月  商工課に労政係を設置 

昭和４７年 ４月  長野県松本勤労者福祉センターが開設され、松本市が管理・運営

を受託したことを契機として労政課が発足 

松本市働く婦人の家開設 

昭和４７年 ７月  松本市勤労者互助会設立 

（平成２年５月松本市勤労者共済会に名称変更） 

昭和４８年 ５月  松本市勤労青少年ホーム開設 

昭和６０年１２月  松本市勤労会館開設 

平成 ７年 ７月  ファミリーサポートセンター開設 

平成１０年 ２月  労働相談コーナー設置（高齢者職業相談室併設） 

平成１１年 ３月  長野県松本勤労者福祉センターにエレベーター設置 

平成１１年 ４月  機構改革により、勤労青少年ホーム（現在の青少年ホーム）は松

南地区公民館へ、働く婦人の家（現在の松本市ジェンダー平等セ

ンター）はＭウィングへ、ファミリーサポートセンター事業は児

童福祉課（現在のこども育成課）へ移管となる。 

平成１３年 ４月  機構改革により経済部となる。 

平成１４年 ４月  勤労者心の健康相談室開設 

平成１５年 ４月  適職発見探索ルーム開設 

平成１７年 ４月  松本市勤労者共済会を法人化し、財団法人松本市勤労者共済会を

設立 

平成１８年 ４月  機構改革により商工観光部となる。 

平成２０年 ８月  平成２４年度に長野技能五輪全国大会が松本市を主会場として開

催することが決定。労政課が主管課となる。 

平成２１年 ７月  労働相談コーナーを「職業・労働相談室」と改め、２階へ設置 

平成２４年 ４月  適職発見探索ルームを若者職業なんでも相談に名称変更 

平成２４年１０月  第５０回技能五輪全国大会が松本市と諏訪市で開催される。 

平成２５年 ４月  財団法人松本市勤労者共済会が一般財団法人へ移行 

平成２５年 ７月  松本市ものづくり人材育成連絡会設立 

平成２８年 ３月  長野県松本勤労者福祉センターの耐震改修工事を実施 

平成２９年 ４月  健康産業・企業立地課より、健康経営に関する業務が移管される。 

平成３０年 ３月  長野県松本勤労者福祉センターの大規模改修工事を実施 

平成３０年 ４月  長野県松本勤労者福祉センターが長野県から松本市に移管となり、

「松本市勤労者福祉センター」に改称 

平成３１年 ４月  生涯現役促進地域連携事業開始 

令和 ３年 ４月  機構改革により産業振興部となる。 

令和 ４年 ３月  生涯現役促進地域連携事業終了 

令和 ４年１１月  就職氷河期世代支援事業開始 

令和 ５年 ４月  女性活躍推進事業開始 
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機 構 

 

市長 ─ 副市長 ─ 産業振興部長 ─ 労政課長 

 

 労政担当係長（２名） 

 労 政 担 当（８名） 

 

労働行政の目標 

新型コロナウイルスが感染症法上の５類に移行されて１年が経過し、行動制限などが行

われなくなって以降、国内経済は緩やかに回復しています。 

一方で、国内総生産（ＧＤＰ）の半分以上を占める個人消費については、賃金の伸びが

物価上昇に追いついていない状況があります。 

先行きについては、実に３３年ぶりに５％を超えた春闘の賃上げなど、雇用・所得環境

が改善する下で、緩やかな回復が続くことが期待されています。 

このような中、松本公共職業安定所管内における令和６年３月の有効求人倍率は１.４０

倍で、前年同月比で０.２５ポイント下回る結果となりました。 

コロナ禍の影響や雇用のミスマッチ（求人側が求める職業能力や職業意識、経験、年齢

等といった条件と、求職者側の希望するこれらの条件が合わない）といった実情はありま

すが、企業側の体制も徐々に改善が進んでいます。 

法改正の面では、平成３０年７月に公布された「働き方改革を推進するための関係法律

の整備に関する法律」が令和元年度から順次施行されており、法改正の要点となっている

「時間外労働の上限規制」も、令和２年度から中小企業にも適用されました。 

併せて、「雇用形態に関わらない公正な待遇の確保」として、「パートタイム労働法」、「労

働契約法」、「労働者派遣法」の改正も行われたことで、どのような雇用形態を選択しても

待遇に納得して働き続けることができることを目指すものとしています。 

企業にとっては、既存の就業規則の見直しや、雇用形態の見直しが必要であり、これら

の法改正に適正に対応できるよう、関係機関と連携して周知に努めています。 

このような情勢を踏まえ、市の労働行政では、現在積極的に推進している「健康経営」

の普及など、一連の雇用環境を注視し、時代に即した施策を打ち出していくことが必要と

考えます。 

また、引き続き、働きたいという意欲のある者の誰もが、自分の希望する時期まで働き

続けることができる社会が構築できるよう、次の項目を目標に、雇用対策、健全な労使関

係の確立、勤労者福祉の向上、男女の雇用均等化、多文化共生、労働関係法令の周知等を

図り、各種関係機関と連携して積極的な労働行政を推進していきます。 

① 女性や高年齢者、外国人、障害者を含む雇用の安定 

② 男女を問わず仕事と家庭の両立可能な就業環境づくり 

③ 技術・技能・ものづくり尊重気運の醸成と若年技能者の発掘育成 

④ 労働条件の改善や格差縮小による安心して働き生活できる環境の確立 

⑤ 就業・労働環境・メンタルヘルス等に関する相談事業の充実 

⑥ 中小企業における福利厚生の充実、健康経営の普及促進 

⑦ 雇用対策と働き方改革の推進 
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事務分掌 

〇 雇用・労使に関すること。 

〇 職業・労働相談、心の健康相談、労働教育に関すること。 

〇 勤労者資金融資及び勤労者福祉事業の支援に関すること。 

〇 (一財)松本市勤労者共済会の育成に関すること。 

〇 中小企業の雇用対策及び退職金制度拡充に関すること。 

〇 健康経営の普及促進に関すること。 

〇 ワーク・ライフ・バランス（仕事と家庭の調和）の推進に関すること。 

〇 高年齢者・障害者・女性・不安定労働者の雇用対策に関すること。 

〇 技能五輪全国大会と人材育成に係ること。 

〇 公的労働関係機関、及び労働団体等との連絡調整に関すること。 

〇 松本市勤労者福祉センター及び松本市勤労会館の管理運営に関すること。 

 

 

 

２ 一般会計予算と労働関係予算 

年  度 
一般会計当初予算(Ａ ) 

(千円) 

労働関係予算 (Ｂ ) 

(千円) 

割合(Ｂ)/(Ａ) 

(％) 

令 和 ２ ８９,５１０,０００ １５２,０６０ ０.１７ 

令 和 ３ １０１,１６０,０００ １４５,６２０ ０.１４ 

令 和 ４ １０３,３８９,０００ １３７,０４０ ０.１３ 

令 和 ５ １０２,１００,０００ １４７,８６０ ０.１４ 

令 和 ６ １０１,２９０,０００ １２９,５００ ０.１３ 
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３ 市内の勤労者 

⑴ 事業所数及び従業者数 

 事 業 所 数（所） 従 業 者 数（人） 

全 国 ５,９７６,９１６ ６２,４２７,９０８ 

長 野 県 １０９,０３４ １,０１８,０６０ 

松 本 市 １３,４０８ １３１,５４９ 

資料：令和３年経済センサス活動調査 

 

⑵ 労働力人口等 

項 目 名 松 本 市（県内順位） 長 野 県 

労働力人口 

人数

（人） 
１２２,８９５ （２位） １,０６９,６１６ 

割合

（％） 
５９.７（５１位） ６０.６ 

就 業 者 

人数

（人） 
1１８,８８９ （２位） １,０３４,２８１ 

率 

（％） 
５７.８（５３位） ５８.６ 

完全失業者 

人数

（人） 
４,００６ （２位） ３５,３３５ 

率 

（％） 
３.２６（２６位） ３.３０ 

女性就業者 

人数

（人） 
５３,９２２ （２位） ４６９,４０５ 

率 

（％） 
５１.０（４５位） ５１.５ 

高齢就業者 

人数

（人） 
１９,５５１ （２位） １９７,９２８ 

率 

（％） 
２９.３（６３位） ３０.６ 

資料：令和２年国勢調査 

《参考》 

・労働力人口：１５歳以上の人口のうち、「就業者」と「完全失業者」を合わせたもの 

・就 業 者：「従業員」と「休業者」を合わせたもの 

・完全失業者：次の３つの条件を満たすもの 

①就業者ではない 

②仕事があればすぐ就くことができる 

③調査週間中に、仕事を探す活動や事業を始める準備をしていた 
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⑶ 最低賃金 

正規、非正規、派遣、パート、臨時などの雇用形態にかかわらず、長野県内の事業

場で働くすべての労働者に適用されます（派遣労働者の場合には派遣先の最低賃金を

適用）。 

種 別 時間額 発効日 適 用 業 種 等 適用除外業種 

長 野 県 

地 域 別 

最低賃金 

948 円 R5.10.1 

特定（産業別）最低賃金

が適用されないすべて

の労働者に適用 

（産業別最低賃金の該

当業種であっても、18

歳未満又は65歳以上の

者、雇用後 6 カ月未満

で技能習得中の者、清

掃等の軽作業、熟練を

要しない作業等の場合

には、産業別最低賃金

の適用が除外され、地

域別最低賃金が適用さ

れる。） 

 

長 野 県 

特 定 

(産業別) 

最低賃金 

983 円 R5.12.24 

計量器・測定器・分析機

器・試験機・医療用機械

器具・医療用品、光学機

械器具・レンズ、電子部

品・デバイス・電子回

路、電気機械器具、情報

通信機械器具、時計・同

部分品、眼鏡製造業 

測量機械器具製造業、

理化学機械器具製造業

及びこれらの産業にお

いて管理、補助的経済

活動を行う事業所 

994 円 R5.12.20 

はん用機械器具、生産

用機械器具、業務用機

械器具、自動車・同附属

品、船舶製造・修理業、

舶用機関製造業 

ボイラ・原動機製造業、

建設用ショベルトラッ

ク製造業、繊維機械製

造業（毛糸手編機械製

造業を除く）及びこれ

らの産業において管

理、補助的経済活動を

行う事業所 

950 円 R5.12.31 各種商品小売業  

948 円 R5.10.1 印刷、製版業  

資料：厚生労働省長野労働局 
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⑷ 有効求人倍率の推移（各年度３月数値） 

年  度 全   国 長 野 県 松本職安管内 

令和２ １.１０ １.２５ １.２１ 

令和３ １.２２ １.４５ １.５０ 

令和４ １.３２ １.５１ １.６５ 

令和５ １.２８ １.３７ １.４０ 

資料：厚生労働省長野労働局松本公共職業安定所 

 

⑸ 障害者法定雇用率 

機   関   等 法定雇用率（R6.4.1 改正） 

民間企業 
一般の民間企業 ２.５％ 

特殊法人等 ２.８％ 

国・地方公共団体等 ２.８％ 

都道府県等の教育委員会 ２.７％ 

資料：長野県産業労働部労働雇用課 

 

 

⑹ 障害者法定雇用率が適用される民間企業の企業規模別雇用状況（長野県内） 

( )内は前年 

企業規模 

(人) 
企 業 数 

常用労働者 

（人） 

障害者数 

（人） 

実雇用率 

（％） 

達成企業割合 

（％） 

50 以上 

100 未満 

937  

(957) 

60,358.5  

(61,484.5) 

1,491.0  

(1,441.5) 

2.47  

(2.34) 

61.8  

(58.8) 

100 以上 

300 未満 

615  

(612) 

97,047.0  

(96,442.0) 

2,369.0  

(2,242.5) 

2.44  

(2.33) 

63.9  

(58.0) 

300 以上 

500 未満 

97  

(101) 

35,941.5  

(37,053.5) 

834.5  

(827.5) 

2.32  

(2.23) 

56.7  

(53.5) 

500 以上 

1,000 未満 

73  

(75) 

48,300.5  

(49,929.5) 

1,119.0  

(1,133.0) 

2.32  

(2.27) 

63.0  

(57.3) 

1,000 以上 
29  

(27) 

75,611.5  

(71,685.0) 

1,848.5  

(1,706.5) 

2.44  

(2.38) 

62.1  

(51.9) 

合 計 
1,751  

(1,772) 

317,259.0  

(316,594.5) 

7,662.0  

(7,351.0) 

2.42  

(2.32) 

62.3  

(58.1) 

資料：厚生労働省長野労働局 障害者雇用状況報告（令和５年６月１日現在） 

  


